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令和 ７ 年 １ 月１４日 

 

佐倉市上下水道事業管理者 関 口 直 行 様 

 

佐倉市水道料金及び下水道使用料のあり方に関する懇話会 

会 長  大 塚 成 男 

 

 

「佐倉市水道料金及び下水道使用料のあり方に関する懇話会」に関する提言 

 

『佐倉市水道料金及び下水道使用料のあり方に関する懇話会』では、佐倉市上

下水道ビジョンの基本理念「快適な暮らしを未来につなぐ佐倉の上下水道」を踏

まえ、今後の水道料金及び下水道使用料（以下「料金等」という。）のあり方に

ついて議論を重ねてきました。 

その結果、当懇話会の結論として、料金等のあり方について、下記のとおり提

言いたします。 

 

１ 料金等のあり方について（共通事項） 

水道事業及び下水道事業については、地方財政法上の公営企業とされ、その

事業に伴う収入によってその経費を賄い、自立性をもって事業を継続していく

「独立採算制の原則」が適用されますが、人口減少や節水機器の普及等により

経営の根幹となる料金等の収入は、長期的な減収が見込まれております。また、

大規模地震など災害への備えとして、上下水道施設の老朽化、耐震化対策は急

務であり、多くの資金が必要です。 

このような中で、当懇話会は、佐倉市の水道事業及び下水道事業（以下「上

下水道事業」という。）が、将来にわたり健全で持続可能な事業運営を維持す

ることを念頭に、利用者にとっても適正な負担となるよう、経営と負担の両面

から料金等のあり方について、検討を行いました。 

なお、今回の検討にあたり、事務局から以下４点の考え方が示されました。 

当懇話会としては、これらは、上下水道事業にとって必要かつ適正な考え方

と判断し、この考え方を踏まえつつ、料金等のあり方については、水道、下水

道、それぞれの経営実態や市民負担などを総合的に考慮し、検討することとい

たしました。 

（案） 
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①独立採算制の原則に則り、一般会計からの基準外繰出※１を受けずに経営を安

定させること。 

②適正な料金等を確保するため、総括原価方式※２により料金算定を行うことと

し、総括原価には、佐倉市の実情に応じた適切な資産維持費※３を算入するこ

と。 

③ 事業運営の健全性を保つため、料金算定期間※４の収益的収支については、

佐倉市基準※６の利益を確保すること。 

④ 災害時に対応できるよう、現金預金については１年間の料金等の収入の２分

の１を最低限保有すべきとすること。※７ 

 

※１）一般会計から公営企業に繰出す経費のうち、総務省が示した繰出基準に合致しない経

費 

※２）総括原価方式とは、料金算定期間における給水にかかる原価を積み上げた金額（総括

原価）を、見込まれる給水収益で賄うことをいう。総括原価には、人件費や減価償却費等

の営業費用及び支払利息等の営業外費用の他、健全な運営を確保するため、適正な資産維

持費を算入することが求められている。 

※３）資産維持費とは、物価変動に伴う工事費増大等への備えとして、水道料金算定要領に

おいて総括原価に算入すること（利益に上乗せすること）が求められており、その額は償

却資産の額に資産維持率 3％を乗じた額が標準とされている。 

※４）料金算定期間について、水道料金算定要領※５（以下、「算定要領」という。）では、

料金算定期間は概ね 3 年から 5 年とされており、今回の懇話会での算定期間は令和 8 年

度～令和 11年度までの 4年間を設定した。 

※５）算定要領とは、公益社団法人日本水道協会が作成、公表している水道料金算定の基本

的考え方で、全国水道事業者が水道料金改定時に参考とする標準的な指針である。 

※６）佐倉市基準とは、今後の施設の更新費用を確保するために、総括原価に含まれる費用

のうち減価償却費について、長期前受金戻入（過去に受けた補助金等を収益化するもので

現金の裏付けのない会計処理上の収入）を差し引かない基準。この基準を採用することに

より外部からの補助金等の資金に頼らない独立採算での経営が可能となる。 

※７）現金収入が滞る大規模災害時に、利用者からの収入が滞る可能性がある期間を概ね 6

カ月と想定し、それに見合う現金預金を保有すべきと考えていること。 
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２ 水道料金のあり方について 

（１）改定の有無について 

水道事業については、現行水道料金（以下「料金」という。）を維持した場

合、人口減少等に伴う料金収入の減少や、耐震化工事に伴う減価償却費も増

加します。試算では令和８年度及び令和１０年度に赤字となり、その後も赤

字幅は増加する推計となっています。また、現金預金についても最低限保有

すべき年間の料金収入の２分の１を令和１２年度には下回ることとなりま

す。 

このように、経営状況が厳しくなると試算されていることから、経営改善

の余地についての議論を行いました。まず、料金収入以外の安定財源の確保

という観点から、一般会計からの繰り入れも検討しましたが、佐倉市の令和

４年度決算での財政力指数は０．８９であるものの、低下傾向にあります。

また、経常収支比率は９２．６％と高い水準にあり、財政の硬直化が見られ

ることからも、一般会計から水道事業への基準外繰出に頼ることは、福祉等

他の事業を圧迫することにもつながりかねず、適切でないと判断しました。

その他、経費の節減については、これまで組織のスリム化や包括的な委託、

水の購入費用である受水単価の引き下げなどの抜本的な取り組みを行い、こ

れらの効果をあわせると年間の削減額は約１億円に上っていることから、今

後引き続き節減の工夫を行うとしても、大きな金額を生むことは難しいこと

を確認しました。これらのことから、料金の改定はやむを得ないという結論

に達しました。 

 

（２）改定率について 

   具体的な改定案として、平均改定率１３．２％の考え方を基本とした改定

水準が妥当であるという結論となりました。理由としては以下のものがあ

げられます。 

 

・算定要領に基づく総括原価方式による料金算定では、（３割を超える）大幅

な改定率が示されたが、いくつかのパターンを検討したうえで、資産維持費

を調整した平均改定率１３．２％のパターンは、使用者へ与える影響を抑え

つつ、事業運営の健全性を保つため料金算定期間の先である令和１１年度

以降の経営状況の維持も考慮したものとなっている。 
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・資産維持費について、今後の施設の更新・再構築等を円滑に推進し、永続的

なサービス提供を維持するために施設更新費用を前倒しして経営判断に組

み入れるための経費であり、水道施設の耐震化や更新を進めていく事業費を

確保するため資産維持率０．４％を総括原価に含めることが妥当である。 

（資産維持率 0.4％の算入については、付属資料 P12参照） 

 

・料金体系については、現行の二部料金制を維持し、基本料金はメーター口径

別に一定額を定めた口径別料金体系、従量料金は使用量増加に伴い段階的に

高額となる逓増型料金体系を引き続き採用すべき、という結論に達した。 

 

・基本料金については、一部の使用者に急激な料金負担増にならないように、

すべての使用者で公平に担うことが現実的と考えられるため、平均改定率

（前述の 13.2％）を現行基本料金に乗じる一律改定を基本とすることが、

妥当である、と判断した。 

従量料金については、基本料金の改定で大口の使用者の負担が大きいこと

や、経営改善に寄与するための企業誘致に影響を与えることが懸念されるこ

となどから、算定要領に基づき逓増度の緩和を行っていくこととした。具体

的な改定額の設定については、算定要領に基づき均一型料金を算出し、それ

を基準額とした上で、前述した逓増度緩和の方針に基づき、現行の５つの水

量区画の料金単価が基準額を下回る２区画の料金（1㎥～10㎥は 24円改定、

11㎥～20㎥は 12円改定）を改定し、基準額を上回る３区画の現行料金を据

置きする案（別紙付属資料 P18 図表 13）とすることが妥当であると判断し

た。 

 

（３）まとめ 

これらのことから、算定要領に基づく料金体系（均一型料金）に段階的に

近づける、という考え方を踏まえつつも、平均改定率１３．２％の考え方を

基本とした改定案は、使用者へ与える影響を抑えつつ、事業運営の健全性を

保つため料金算定期間の先である令和１１年度以降の経営状況の維持も考

慮したものであることや、小口利用者と大口利用者の負担増のバランスや改

定時の市民理解などを総合的に考慮したもので、現実的な改定案と認められ

ます。 
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３ 下水道使用料のあり方について 

（１）総括事項 

下水道事業については、人口減少や施設の老朽化対策、印旛沼流域下水道

（千葉県）の地方公営企業法の適用（企業会計方式の導入）以降の流域下水

道維持管理負担金の単価変動など、今後、経営状況の悪化が懸念されるもの

の、平成２９年度の下水道使用料の改定以降、経営状況は安定しており、現

行の使用料体系で当面の間は、安定的な経営を維持することが可能と判断さ

れます。 

このことから、現時点での改定は見送るべき、との事務局の判断は妥当で

あるとの結論に至りました。 

 

４ 今後に向けて期待すること 

（１）前回懇話会付帯意見の継続 

前回、懇話会提言で示された“広報による周知・理解”“適時適切な検討”

“経営努力による原価低減”の趣旨は、引き続き取り組むことを要請する。  

 

（２）災害対策の強化推進 

今回、水道の料金改定では、耐震化等を進めるうえで必要な費用確保のた

め、資産維持費を考慮した改定案を選択したが、能登半島地震の被害状況や

教訓から、上下水道の重要性（水源から放流先までの機能を確保すること）

が改めて再認識された。 

今後も料金等の改定で得られた資金については、災害時に安定した水供給

と排水処理の安全性が確保されるよう、適切に活用するとともに、更なる対

策の強化推進を要請する。 

 

（３）先進技術の活用 

先進技術（スマートメーターや衛星技術を利用した漏水調査など）の調

査研究や導入についても、資金を注ぎ、将来に向けたコスト削減に繋げる

ことが望ましい。 
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（４）逓増度の緩和 

従量料金について、本案は算定要領に基づく料金体系では均一型料金が

原則であり、段階的に均一型料金に近づける、という考え方を踏まえてい

る。小口利用者と大口利用者の負担のバランスや改定時の市民理解などを

総合的に考慮した改定案であるが、引き続き、均一型料金に近づけること

を要請する。 

 

５ 付属資料 

付属資料は、「佐倉市水道料金及び下水道使用料のあり方」に関する提言を

まとめるにあたって、懇話会において事務局から提示された資料や説明に基

づく審議過程の要点を整理したものです。 

 

 

 

佐倉市水道料金及び下水道使用料のあり方に関する懇話会 

会 長  大 塚 成 男 

                        副会長  山 本 一 子 

委 員  赤 木 敦 

委 員    川 上 郁 貴 

委 員    内 藤 寬 子 

委 員    白 濱 敏 則 
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「佐倉市水道料金及び下水道使用料のあり方に関する懇話会」に関する提言 

【 付 属 資 料 】 

１ 共通事項 

（１）一般会計からの繰出について 

佐倉市では、総務省から示されている一般会計が負担等すべき経費につい

ては、全額、上下水道事業に対し繰出金（例：水道事業は、消火栓等に要す

る経費など・下水道事業は、雨水処理に要する経費など）として支出してい

るが、赤字に対する補填は行っていない、との説明がありました。 

   地方公営企業法第１７条の２第２項の規定では、水道水を供給するため

必要な経費は、その経営に伴う収入をもって充てることとなっており、佐倉

市の一般会計と上下水道事業の関係は、独立採算制の原則に沿ったものと

判断されます。よって、本懇話会では、今回の検討においては、地方公営企

業の原理原則に基づき、一般会計からの繰り入れは、受けずに経営を安定さ

せることを念頭に検討することといたしました。 

 

（２）資産維持費の算入について 

   資産維持費については、算定要領で償却資産額（算定期間の期首と期末の

平均残高）に３％を乗じた額を総括原価に加えることを標準としています

が、各水道事業者の創設時期や施設の更新状況を勘案して決定することと

されています。この点、上下水道事業では、総括原価の算出に当たり佐倉市

の実情に応じた適切な資産維持費を算入することとしています。 

   注）今回、改定することとした水道料金に係る資産維持費は、１３ページ

のパターン③、④補足を参照 

 

（３）佐倉市が考える安定経営の水準 

上下水道事業では、経営の実態をより厳格に見極めるため、損益計算書で

示される当年度純利益（以下「純利益」という。）と併せて、佐倉市基準とし

て、純利益から現金の裏付けのない長期前受金戻入を差し引いた額を重要視

しております。 

具体的には、佐倉市基準による純利益が黒字となる状況が、佐倉市が考え

る安定経営の水準としています。なお、本水準は、上下水道事業が今後予定

する上下水道施設の老朽、耐震化対策を計画通り実施することを前提にして

おり、将来の更新費用として必要な経費を捻出するための水準でもあります。 
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（４）災害対応を見据えた現金預金残高について 

 事業経営を安定的に維持するためには、保有する現金預金の残高も重要な

要因です。この点、上下水道事業としては、災害対応（※1）の観点から、最

低限 1年間の料金等の収入の１/２程度（基準額としては、水道事業で 15億

円～16億円程度、下水道事業で 12億円～13億円程度）を確保することが望

ましい、とする考え方が示されました。 

議論の中で最低限の現金預金の確保は必要であるという一方、能登半島地

震の災害復旧に相当な時間を要している状況を踏まえると、災害のために備

える適正な現金預金の規模については、今後検討の余地があるとの意見もあ

りました。 

※1 災害対応（災害への備え） 

現金収入が滞る大規模災害時に、利用者からの収入再開や本格的な復

旧工事に着手するまでの期間として6カ月を想定し、それに見合う現金預

金を保有すべきと考えていること。 

 

（５）料金等の算定期間について 

懇話会と料金等の改定スケジュール（算定期間含む）について、以下の説

明がありました。 

・佐倉市上下水道部では、「佐倉市水道料金及び下水道使用料のあり方に関

する懇話会」を開催し、適正な水道料金、下水道使用料の在り方について

検討していること。 

・今後も佐倉市総合計画に基づく基本計画の計画期間と懇話会の設置時期

を合わせ、定期的に適正な料金等のあり方を検討していく予定であること。 

・以上を踏まえ、今回の算定期間は、令和８年度（改定年度）から令和１１

年度（次回改定年度の前年度）としたこと。 

 

図表１ 懇話会と料金等の改定スケジュール（予定） 

 

※本表スケジュールは、改定時のもので、改定しない場合、条例改正はありません

。 
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２ 水道料金について 

（１）経営状況及び財政推計 

【これまでの経営状況について】 

水道事業は、平成１３年の料金改定以来（消費税を除く）、黒字経営を維持

し、令和元年度決算では約５０億円の現金預金を保有するなど、安定経営を維

持していましたが、令和２年３月に八ッ場ダムが完成し、このことにより令和

２年度より受水量が増加しました。 

令和２年度以降、単年度収支が大幅に悪化しました。令和４年度に料金改定

をしたものの、動力費などの費用の増加や、コロナ禍の一時的な水需要の増加

も解消したことなどから、経営状況は改善していません。 

 

図表２ 水道事業 純利益の推移 

 

 

【今後の料金収入について】 

水道料金収入は、人口減少に加えて節水機器の普及や水道利用者の節水意識

の高まりにより、年間有収水量は減少傾向と見込まれます。令和９年度の新た

な工場進出により、一時的な増加が見込まれますが、その後は緩やかな減少が

見込まれています。 
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図表３ 料金収入の推移（令和 6年 7月 30日時点） 

 

 

【今後の収支について】 

総収益は、主な収入である料金収入の減少により減少を想定しています。一

方、総費用は近年の物価高騰に加え、老朽化した設備の修繕等の増加、資本的

支出の老朽化した施設の更新事業の増加（図表 4）による減価償却費の増加が

見込まれます。 

結果として、純利益は令和１０年度以降赤字となり、以降は赤字額が拡大し

ていくことが見込まれます。 

 

図表４ 水道施設の老朽化（水道管の管路延長） 
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図表５ 当年度純利益（収益的収支差引）の推移（令和 6年 7月 30日時点） 

 

 

【現金預金残高について】 

建設事業において水道管の基幹管路の耐震化に多額の費用が必要とされてい

ることや、令和１３年度以降、浄水場の更新等により現金預金は大きく減少す

る見込みとなっています。施設の更新費用に充てるため、令和６年度より企業

債を活用することを予定しているものの、現金預金残高は、令和１５年度から

マイナスに転じることが見込まれます。 

 

 

図表６ 現預金残高の推移（令和 6年 7月 30日時点） 
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（２）水道料金の改定について 

今回の検討に当たり、事務局から以下の財政推計及び改定パターンが示さ

れました。 

 

図表７ 改定水準パターン 

料金改定 

パターン 

料 金 

改定率 

説   明 

※料金の体系を見直した場合、量水器の口径や水量に応じ、改定

率は異なります。 

パターン

① 

改定 

なし 

改定をしないパターン。収益的収支においては、令和 8

年度から損失が発生し、現金預金残高は令和 12年度に

15億円を下回り、令和 15年度にはマイナスとなる。 

パターン

② 

35.2 

％ 

算定要領による総括原価に資産維持費（資産維持率

3％）を計上したパターン。算定要領通りに算定した結

果、安定経営に大きく寄与する。一方で、大幅な改定と

なり、利用者負担が大きくなる。 

パターン

③ 

13.2 

％ 

算定期間（令和 8年度～令和 11年度）において純利益

（佐倉市基準）が毎年度発生する、安定経営を維持した

パターン。 

資産維持費を資産維持率 0.4％と見なした。 

パターン

④ 

10.7 

％ 

算定期間（令和 8年度～令和 11年度）において純利益

（佐倉市基準）が平均して発生する、安定経営を維持し

たパターン。 

資産維持費を資産維持率 0.1％と見なした。 

パターン

⑤ 

9.8 

％ 

算定要領による総括原価に資産維持費を計上しないパタ

ーン。 

算定期間（令和 8年度～令和 11年度）において長期前

受金戻入を差し引いた純利益（佐倉市基準）は平均して

赤字となる。 
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【パターン③、④補足】 

佐倉市では、佐倉市基準の純利益が黒字となる状況をもって、安定経営の

水準と考えています。これを形にしたパターン③と④の算出方法は以下のと

おりです。 

   

・手順 1：算定期間において、佐倉市基準の純利益が黒字となるために必要

な料金収入を試算 

パターン③ 
算定期間の各年度が黒字となるためには、13.2％の改定

が必要 

パターン④ 
算定期間の 4 年平均が黒字（赤字の年もあるが全体を平

均すると黒字）となるためには、10.7％の改定が必要 

 

・手順 2：手順 1で算出した料金収入の額を安定経営のために必要な総括原

価とみなし、その額から費用を差し引いた額が、佐倉市にとって

必要な資産維持費と算定する。（経営を維持しながら、計画した施

設の更新が可能） 
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図表８ 佐倉市基準と資産維持費（資産維持率）の関係  （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）億円単位の表示のため、収支状況や合計額、当該数値で計算する改定率と本表記載の改定

率などは一致しません。 
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（３）水道料金体系について 

佐倉市の料金は、口径によって、毎月固定的に発生する「基本料金」と使

った水量に応じて加算される「従量料金」を合計して算出されます。現在の

料金表は以下のとおりです。今回、事務局から、この料金表の見直し（水道

料金体系の見直し）にあたり以下の案が示されました。 

 

図表９ 佐倉市水道料金表（１か月：税抜） 

 

【基本料金改定案】 

 基本料金については、全ての口径において一律で改定率を乗じる案です。 

図表１０ 口径別基本料金案 
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【従量料金改定案】 

  従量料金について算定要領の考え方は、使用量にかかわらず公平に負担す

べきものであるから原則均一料金（全水量区分の単価が同じ）とされていま

す。ただし、均一型への移行は、急激な変化をもたらし一般家庭への負担が

大きいことから本案では、均一型へ段階的に移行しようとする案として提案

されています。 

具体的には、水量区画は現行どおりとし、算定要領に基づき算出した基準

単価（均一型単価）以上の単価は、据え置き、基準単価以下の単価は、改定

（1㎥～10㎥は 24円、11㎥～20㎥は 12円の改定）しようとする案です。 

 

図表１１ 従量料金案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  このような提案を受け、当懇話会の議論では、基本料金については、一律

改定であり、特段の異論は出ず、まとまりましたが、従量料金については、

算定要領の考え方は理解するものの使用量の少ない１㎥～１０㎥と１１㎥～

２０㎥のみの改定であり、市民が不公平感を感ずるのではないか、市民の理

解を得られるのか、従量料金についても一律に改定すべきではないか、など

の意見がありました。 

  この点、事務局からは、算定要領に基づいた料金体系（均一単価）に近づ

けていきたいという考え方を基本とする中、以下の説明がありました。 
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・料金の計算は、最低区分（1㎥～10㎥）の単価から使用水量に応じ、次の

高い区分単価が適用される。今回の改定は、ほぼ全ての水道利用者が通過

する低い水量区分を改定するため、料金計算上、一般世帯も大口利用者も

同等の負担となること。 

 

《水道料金計算例（現行料金）40㎥の場合》 

口径別基本料金＋（88円×10㎥）＋（138円×10㎥）＋（180円×10㎥）

＋（230円×10㎥） ※大口利用者も低い区分から順次適用される。 

 

・従量料金表では、１㎥～１０㎥と１１㎥～２０㎥のみの改定であるが、実際

に負担する水道料金全体で見ると一般世帯のみではなく、飲食店、小売店と

いった事業者に対しても負担が増加していること。 

 

図表１２ 水道料金の比較 

（税込・1か月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当懇話会としては、これら意見が交わされる中、全体の改定率については、

パターン③、④どちらであっても佐倉市が考える安定経営の水準にあるものの

パターン④（4年平均で佐倉市基準の純利益が黒字となる水準）では、算定期

間の最終年度となる令和１１年度には、純利益が赤字に転じ、次期算定期間

（令和 12年度～）へのしわ寄せが大きくなることなどから、パターン③を採

用することといたしました。 

なお、パターン③は、資産維持率０．４％を総括原価に含めるものでありま

すが、これは、今後の佐倉市の水道施設の耐震化や更新を進めていく事業費を

確保する上で、必要なものと判断しました。 
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料金体系については、算定要領に基づく料金体系（均一型料金）に段階的に

近づける、という考え方を踏まえたもので、一般世帯のみではなく、飲食店、

小売店といった事業者に対しても幅広く負担が増加します。 

また、基本料金の大口径使用者の改定額が大きいため、従量料金は多量水量

の料金への割り振りは限定的となっています。 

以上のことから、以下の改定案は、小口利用者と大口利用者の負担のバラン

スや改定時の市民理解などを総合的に考慮したもので、現実的な改定案として

妥当である、という結論に至りました。 

 

図表１３ 基本料金・従量料金改定案（最終） 
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２ 下水道使用料について 

（１）経営状況及び財政推計 

【これまでの経営状況について】 

下水道事業は、平成２９年７月に３３．１％の改定を実施し、これにより経

営状況は改善しました。単年度収支では、利益は減少傾向ですが、現状約２７

億円の現預金を保有する中で、今後の事業計画の事業費を考慮した上でも、当

面の経営体力は保持しているものと考えています。  

 

図表１４ 下水道事業 純利益の推移 

 

 

【今後の収支について】 

総収益は主に使用料収入減少により減少が見込まれるため、純利益は減少傾

向となることが見込まれます。また、流域下水道維持管理負担金の単価は上昇

傾向であり、今後費用の大幅な増加も懸念されます。 
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図表１５ 当年度純利益（収益的収支差引）の推移（令和 6年 7月 30日時

点） 

 

 

【現金預金残高について】 

単年度の現金収支は平成２９年７月の使用料改定やストックマネジメント計画

による工事の平準化により、平成３０年度以降、現金預金残高は増加傾向に転

じておりますが、今後は、老朽管の更新や志津中継ポンプ場の耐震等の事業を

控えているため、 必要な現金を留保しつつ、財源が不足する水道事業への長

期貸付（R７～R９）を検討しております。 

 

図表１６ 現預金残高の推移（令和 6年 7月 30日時点） 
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（２）下水道使用料の改定について 

このような経営状況及び財政推計から当懇話会の議論では、 

・下水道事業については、水道事業同様、人口減少の中にあって、災害対

策を含め下水道施設の耐震化を進めていく必要があること 

・資金面では、現状必要な現金預金を確保していると考えられること 

・今後大幅改定となるような状況は避けるべきであること 

 ………………………………………………………………………………… 

などの意見が交わされ、最終的に下水道使用料の改定は見送るべき、と

の結論を得ました。 


